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一般養成施設 短期養成施設

時間 時間 指定科目 基礎科目

人体の構造と機能及び疾病 30 ○ ○
心理学理論と心理的支援 30 ○ ○
社会理論と社会システム 30 ○ ○
現代社会と福祉 60 60 ○
社会調査の基礎 30 ○ ○

相談援助の基盤と専門職 60 ○ ○
相談援助の理論と方法 120 120 ○

地域福祉の理論と方法 60 60 ○
福祉行財政と福祉計画 30 ○ ○
福祉サービスの組織と経営 30 ○ ○

社会保障 60 ○ ○
高齢者に対する支援と介護保険制度 60 ○ ○
障害者に対する支援と障害者自立支援制度 30 ○ ○
児童や家庭に対する支援と児童・家庭福祉制度 30 ○ ○
低所得者に対する支援と生活保護制度 30 ○ ○
保健医療サービス 30 ○ ○
就労支援サービス 15 ○ ○
権利擁護と成年後見制度 30 ○ ○
更生保護制度 15 ○ ○

相談援助演習 150 150 ○
相談援助実習指導 90 90 ○
相談援助実習 180 180 ○

1,200 660 22科目 16科目

地域福祉の基盤整備と開発に関する知識と技術（120ｈ）

合計

大学等

人・社会・生活と福祉の理解に関する知識と方法（180h）

総合的かつ包括的な相談援助の理念と方法に関する知識と技術（180ｈ）

実習・演習（420ｈ）

サービスに関する知識(300ｈ)
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社会福祉士養成施設における教育内容 

科目名 ねらい 教育に含むべき事項 

人体の構造
と機能及び
疾病 

① 心身機能と身体構造及び様々な疾病や障害の概要について、
人の成長・発達や日常生活との関係を踏まえて理解する。 

② 国際生活機能分類（ＩＣＦ）の基本的考え方と概要について
理解する。 

③ リハビリテーションの概要について理解する。 
 
※ 社会福祉士に必要な内容となるよう留意すること。 

① 人の成長・発達 
② 心身機能と身体構造の概要 
③ 国際生活機能分類（ＩＣＦ）の 

基本的考え方と概要 
④ 健康の捉え方 
⑤ 疾病と障害の概要 
⑥ リハビリテーションの概要 

心理学理論
と心理的支
援 

① 心理学理論による人の理解とその技法の基礎について理解す
る。 

② 人の成長・発達と心理との関係について理解する。 
③ 日常生活と心の健康との関係について理解する。 
④ 心理的支援の方法と実際について理解する。 
 
※ 社会福祉士に必要な内容となるよう留意すること。 

① 人の心理学的理解 
② 人の成長・発達と心理 
③ 日常生活と心の健康 
④ 心理的支援の方法と実際 

社会理論と
社会システ
ム 

① 社会理論による現代社会の捉え方を理解する。 
② 生活について理解する。 
③ 人と社会の関係について理解する。 
④ 社会問題について理解する。 
 
※ 社会福祉士に必要な内容となるよう留意すること。 

① 現代社会の理解 
② 生活の理解 
③ 人と社会の関係 
④ 社会問題の理解 

※「社会福祉士養成施設及び介護福祉士養成施設の設置及び運営に係る指針について」（厚生労働省社会・援護局長通知）より抜粋 
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科目名 ねらい 教育に含むべき事項 

現代社会と
福祉 

① 現代社会における福祉制度の意義や理念、福祉政策との関
係について理解する。 

② 福祉の原理をめぐる理論と哲学について理解する。  
③ 福祉政策におけるニーズと資源について理解する。 
④ 福祉政策の課題について理解する。 
⑤ 福祉政策の構成要素（福祉政策における政府、市場、家族、

個人の役割を含む。）について理解する。 
⑥ 福祉政策と関連政策（教育政策、住宅政策、労働政策を含

む。）の関係について理解する。 
⑦ 相談援助活動と福祉政策との関係について理解する。 

① 現代社会における福祉制度と福祉
政策 

② 福祉の原理をめぐる理論と哲学 
③ 福祉制度の発達過程  
④ 福祉政策におけるニーズと資源  
⑤ 福祉政策の課題 
⑥ 福祉政策の構成要素 
⑦ 福祉政策と関連政策 
⑧ 相談援助活動と福祉政策の関係 

社会調査の
基礎 

① 社会調査の意義と目的及び方法の概要について理解する。 
② 統計法の概要、社会調査における倫理や個人情報保護につ

いて理解する。 
③ 量的調査の方法及び質的調査の方法について理解する。 

 

① 社会調査の意義と目的 
② 統計法 
③ 社会調査における倫理 
④ 社会調査における個人情報保護 
⑤ 量的調査の方法 
⑥ 質的調査の方法 
⑦ 社会調査の実施に当たってのITの

活用方法 

相談援助の
基盤と専門
職 

① 社会福祉士の役割（総合的かつ包括的な援助及び地域福祉
の基盤整備と開発含む）と意義について理解する。 

② 精神保健福祉士の役割と意義について理解する。 
③ 相談援助の概念と範囲について理解する。 
④ 相談援助の理念について理解する。 
⑤ 相談援助における権利擁護の意義と範囲について理解する。 
⑥ 相談援助に係る専門職の概念と範囲及び専門職倫理につい

て理解する。 
⑦ 総合的かつ包括的な援助と多職種連携の意義と内容につい

て理解する。 

① 社会福祉士の役割と意義 
② 精神保健福祉士の役割と意義 
③ 相談援助の概念と範囲 
④ 相談援助の理念 
⑤ 相談援助における権利擁護の意義 
⑥ 相談援助に係る専門職の概念と範

囲 
⑦ 専門職倫理と倫理的ジレンマ 
⑧ 総合的かつ包括的な援助と多職種

連携（チームアプローチ含む）の
意義と内容 
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科目名 ねらい 教育に含むべき事項 

相談援助の
理論と方法 

① 相談援助における人と環境との交互作用に関する理論につ
いて理解する。 
 

② 相談援助の対象と様々な実践モデルについて理解する。 
 

③ 相談援助の過程とそれに係る知識と技術について理解する
（介護保険法による介護予防サービス計画、居宅サービス
計画や施設サービス計画及び障害者の日常生活及び社会生
活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）に
よるサービス利用計画についての理解を含む。） 
 

④ 相談援助における事例分析の意義や方法について理解する。 
 

⑤ 相談援助の実際（権利擁護活動を含む。）について理解す
る。 

① 人と環境の交互作用 
② 相談援助の対象 
③ 様々な実践モデルとアプローチ 
④ 相談援助の過程 
⑤ 相談援助における援助関係 
⑥ 相談援助のための面接技術 
⑦ ケースマネジメントとケアマネジ

メント 
⑧ アウトリーチ 
⑨ 相談援助における社会資源の活

用・調整・開発 
⑩ ネットワーキング（相談援助にお

ける多職種・多機関との連携を含
む。） 

⑪ 集団を活用した相談援助  
⑫ スーパービジョン 
⑬ 記録 
⑭ 相談援助と個人情報の保護の意義 
  と留意点 
⑮ 相談援助における情報通信技術 
  （ＩＴ）の活用 
⑯ 事例分析 
⑰ 相談援助の実際（権利擁護活動を 
  含む。） 
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科目名 ねらい 教育に含むべき事項 

地域福祉の
理論と方法 

① 地域福祉の基本的考え方（人権尊重、権利擁護、自立支援、
地域生活支援、地域移行、社会的包摂等を含む。）につい
て理解する。 

② 地域福祉の主体と対象について理解する。 
③ 地域福祉に係る組織、団体及び専門職の役割と実際につい

て理解する。 
④ 地域福祉におけるネットワーキング（多職種・多機関との

連携を含む。）の意義と方法及びその実際について理解す
る。 

⑤ 地域福祉の推進方法（ネットワーキング、社会資源の活
用・調整・開発、福祉ニーズの把握方法、地域トータルケ
アシステムの構築方法、サービスの評価方法を含む。）に
ついて理解する。 

① 地域福祉の基本的考え方 
② 地域福祉の主体と対象 
③ 地域福祉に係る組織、団体及び専

門職や地域住民 
④ 地域福祉の推進方法 

福祉行財政
と福祉計画 

① 福祉の行財政の実施体制（国・都道府県・市町村の役割、
国と地方の関係、財源、組織及び団体、専門職の役割を含
む。）について理解する。 

② 福祉行財政の実際について理解する。 
③ 福祉計画の意義や目的、主体、方法、留意点について理解

する。 

① 福祉行政の実施体制 
② 福祉行財政の動向 
③ 福祉計画の意義と目的 
④ 福祉計画の主体と方法 
⑤ 福祉計画の実際 

福祉サービ
スの組織と
経営 

① 福祉サービスに係る組織や団体（社会福祉法人、医療法人、
特定非営利活動法人、営利法人、市民団体、自治会など）
について理解する。 

② 福祉サービスの組織と経営に係る基礎理論について理解す
る。 

③ 福祉サービスの経営と管理運営について理解する。 

① 福祉サービスに係る組織や団体 
② 福祉サービスの組織と経営に係る

基礎理論 
③ 福祉サービス提供組織の経営と実

際 
④ 福祉サービスの管理運営の方法と

実際 
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科目名 ねらい 教育に含むべき事項 

社会保障 

① 現代社会における社会保障制度の課題（少子
高齢化と社会保障制度の関係を含む。）につ
いて理解する。 

② 社会保障の概念や対象及びその理念等につい
て、その発達過程も含めて理解する。 

③ 公的保険制度と民間保険制度の関係について
理解する。 

④ 社会保障制度の体系と概要について理解する。 
⑤ 年金保険制度及び医療保険制度の具体的内容

について理解する。 
⑥ 諸外国における社会保障制度の概要について

理解する。 

① 現代社会における社会保障制度の課題（少子高齢
化と社会保障制度の関係を含む。） 

② 社会保障の概念や対象及びその理念 
③ 社会保障の財源と費用 
④ 社会保険と社会扶助の関係 
⑤ 公的保険制度と民間保険制度の関係 
⑥ 社会保障制度の体系 
⑦ 年金保険制度の具体的内容 
⑧ 医療保険制度の具体的内容 
⑨ 諸外国における社会保障制度の概要 

高齢者に
対する支
援と介護
保険制度 

① 高齢者の生活実態とこれを取り巻く社会情勢、
福祉・介護需要（高齢者虐待や地域移行、就
労の実態を含む。）について理解する。 

② 高齢者福祉制度の発展過程について理解する。 
③ 介護の概念や対象及びその理念等について理

解する。 
④ 介護過程における介護の技法や介護予防の基

本的考え方について理解する。 
⑤ 終末期ケアの在り方（人間観や倫理を含

む。）について理解する。 
⑥ 相談援助活動において必要となる介護保険制

度や高齢者の福祉・介護に係る他の法制度に
ついて理解する。 
 

① 高齢者の生活実態とこれを取り巻く社会情勢、福祉・介
護需要（高齢者虐待や地域移行、就労の実態を含む。） 

② 高齢者福祉制度の発展過程 
③ 介護の概念や対象 
④ 介護予防 
⑤ 介護過程 
⑥ 認知症ケア 
⑦ 終末期ケア 
⑧ 介護と住環境 
⑨ 介護保険法 
⑩ 介護報酬 
⑪ 介護保険法における組織及び団体の役割と実際 
⑫ 介護保険法における専門職の役割と実際 
⑬ 介護保険法におけるネットワーキングと実際 
⑭ 地域包括支援センターの役割と実際 
⑮ 老人福祉法 
⑯ 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関す 
  る法律（高齢者虐待防止法） 
⑰ 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律 
⑱ 高齢者の居住の安定確保に関する法律 
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科目名 ねらい 教育に含むべき事項 

障害者に対
する支援と
障害者自立
支援制度 

① 障害者の生活実態とこれを取り巻く社会情勢や福祉・介
護需要 （地域移行や就労の実態を含む。）について理
解する。 
 

② 障害者福祉制度の発展過程について理解する。 
 

③ 相談援助活動において必要となる障害者総合支援法や障
害者の福祉・介護に係る他の法制度について理解する。 

① 障害者の生活実態とこれを取り巻く
社会情勢、福祉・介護需要 

② 障害者福祉制度の発展過程 
③ 障害者総合支援法 
④ 障害者総合支援法における組織及び

団体の役割と実際 
⑤ 障害者総合支援法における専門職の

役割と実際 
⑥ 障害者総合支援法における多職種連

携、ネットワーキングと実際 
⑦ 相談支援事業所の役割と実際 
⑧ 身体障害者福祉法 
⑨ 知的障害者福祉法 
⑩ 精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律 
⑪ 発達障害者支援法 
⑫ 障害者基本法 
⑬ 心神喪失等の状態で重大な他害行 
  為を行った者の医療及び観察等に 
  関する法律 
⑭ 高齢者、障害者等の移動等の円滑 
  化の促進に関する法律 
⑮ 障害者の雇用の促進等に関する法律 
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科目名 ねらい 教育に含むべき事項 

児童や家庭
に対する支
援と児童・
家庭福祉制
度 

① 児童・家庭の生活実態とこれを取り巻く社会情勢、福祉
需要（子育て、一人親家庭、児童虐待及び家庭内暴力
（D.V）の実態を含む。）について理解する。 
 

② 児童・家庭福祉制度の発展過程について理解する。 
 

③ 児童の権利について理解する。 
 

④ 相談援助活動において必要となる児童・家庭福祉制度や
児童・家庭福祉に係る他の法制度について理解する。 

① 児童・家庭の生活実態とこれを取り
巻く社会情勢、福祉需要（一人親家
庭、児童虐待及び家庭内暴力
（D.V）、地域における子育て支援
及び青少年育成の実態を含む。）と
実際 

② 児童・家庭福祉制度の発展過程 
③ 児童の定義と権利 
④ 児童福祉法 
⑤ 児童虐待の防止等に関する法律（児

童虐待防止法） 
⑥ 配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護に関する法律（D.V法） 
⑦ 母子及び寡婦福祉法 
⑧ 母子保健法 
⑨ 児童手当法 
⑩ 児童扶養手当法 
⑪ 特別児童扶養手当等の支給に関する 
  法律 
⑫ 次世代育成支援対策推進法 
⑬ 少子化社会対策基本法 
⑭ 売春防止法 
⑮ 児童・家庭福祉制度における組織及 
  び団体の役割と実際 
⑯ 児童・家庭福祉制度における専門職 
  の役割と実際 
⑰ 児童・家庭福祉制度における多職種 
  連携、ネットワーキングと実際 
⑱ 児童相談所の役割と実際 
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科目名 ねらい 教育に含むべき事項 

低所得者に
対する支援
と生活保護
制度 

① 低所得階層の生活実態とこれを取り巻く社会情勢、福祉
需要とその実際について理解する。 
 

② 相談援助活動において必要となる生活保護制度や生活保
護制度に係る他の法制度について理解する。 
 

③ 自立支援プログラムの意義とその実際について理解する。 

① 低所得階層の生活実態とこれを取り
巻く社会情勢、福祉需要と実際 

② 生活保護制度 
③ 生活保護制度における組織及び団体

の役割と実際 
④ 生活保護制度における専門職の役割

と実際 
⑤ 生活保護制度における多職種連携、

ネットワーキングと実際 
⑥ 福祉事務所の役割と実際 
⑦ 自立支援プログラムの意義と実際 
⑧ 低所得者対策 
⑨ 低所得者へ住宅政策 
⑩ ホームレス対策 

保健医療
サービス 

① 相談援助活動において必要となる医療保険制度（診療報
酬に関する内容を含む。）や保健医療サービスについて
理解する。 
 

② 保健医療サービスにおける専門職の役割と実際、多職種
協働について理解する。 

① 医療保険制度 
② 診療報酬 
③ 保健医療サービスの概要 
④ 保健医療サービスにおける専門職の

役割と実際 
⑤ 保健医療サービス関係者との連携と

実際 

就労支援
サービス 

① 相談援助活動において必要となる各種の就労支援制度に
ついて理解する。 
 

② 就労支援に係る組織、団体及び専門職について理解する。 
 

③ 就労支援分野との連携について理解する。 

① 雇用・就労の動向と労働施策の概要 
② 就労支援制度の概要 
③ 就労支援に係る組織、団体の役割と

実際 
④ 就労支援に係る専門職の役割と実際 
⑤ 就労支援分野との連携と実際 



10 

科目名 ねらい 教育に含むべき事項 

権利擁護と
成年後見制
度 

① 相談援助活動と法（日本国憲法の基本原理、民法・行政
法の理解を含む。）との関わりについて理解する。 
 

② 相談援助活動において必要となる成年後見制度（後見人
等の役割を含む。）について理解する。 
 

③ 成年後見制度の実際について理解する。 
 

④ 社会的排除や虐待などの権利侵害や認知症などの日常生
活上の支援が必要な者に対する権利擁護活動の実際につ
いて理解する。 

① 相談援助活動と法（日本国憲法の基
本原理、民法・行政法の理解を含
む。）との関わり 

② 成年後見制度 
③ 日常生活自立支援事業 
④ 成年後見制度利用支援事業 
⑤ 権利養護に係る組織、団体の役割と

実際 
⑥ 権利擁護活動の実際 

更生保護制
度 

① 相談援助活動において必要となる更生保護制度について
理解する。 
 

② 更生保護を中心に、刑事司法・少年司法分野で活動する
組織、団体及び専門職について理解する。 
 

③ 刑事司法・少年司法分野の他機関等との連携の在り方に
ついて理解する。 

① 更生保護制度の概要 
② 更生保護制度の担い手 
③ 更生保護制度における関係機関・団

体との連携 
④ 医療観察制度の概要 
⑤ 更生保護における近年の動向と課題 
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科目名 ねらい 教育に含むべき事項 

相談援助演
習 

 相談援助の知識と技術に係る他の科目との関連性も視野に
入れつつ、社会福祉士に求められる相談援助に係る知識と技
術について、次に掲げる方法を用いて、実践的に習得すると
ともに、専門的援助技術として概念化し理論化し体系立てて
いくことができる能力を涵養する。 
  
① 総合的かつ包括的な援助及び地域福祉の基盤整備と開発

に係る具体的な相談援助事例を体系的にとりあげること。 
 

② 個別指導並びに集団指導を通して、具体的な援助場面を
想定した実技指導（ロールプレーイング等）を中心とす
る演習形態により行うこと。 

① 以下の内容については相談援助実習
を行う前に学習を開始し、十分な学
習をしておくこと 

 ア 自己覚知 
 イ 基本的なコミュニケーション技 
   術の習得 
 ウ 基本的な面接技術の習得 
 エ 次に掲げる具体的な課題別の相 
   談援助事例等（集団に対する相 
   談援助事例を含む。）を活用し、 
   総合的かつ包括的な援助につい 
   て実践的に習得すること。 
 （ア）社会的排除 
 （イ）虐待（児童・高齢者 
 （ウ）家庭内暴力（D.V） 
 （エ）低所得者 
 （オ）ホームレス 
 （カ）その他の危機状態にある相談援 
   助事例（権利擁護活動を含む。） 
 オ エに掲げる事例等を題材として、 
   次に掲げる具体的な相談援助場 
   面及び相談援助の過程を想定し 
   た実技指導を行うこと。 
 （ア）インテーク 
 （イ）アセスメント 
 （ウ）プランニング 
 （エ）支援の実施 
 （オ）モニタリング 
 （カ）効果測定 
 （キ）終結とアフターケア 
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科目名 ねらい 教育に含むべき事項 

 
 カ オの実技指導に当たっては、次に 
   掲げる内容を含めること。 
 （ア）アウトリーチ 
 （イ）チームアプローチ 
 （ウ）ネットワーキング 
 （エ）社会資源の活用・調整・開発  
 キ 地域福祉の基盤整備と開発に係る 
   事例を活用し、次に揚げる事項に 
   ついて実技指導を行うこと。 
 （ア）地域住民に対するアウトリーチ 
   とニーズ把握 
 （イ）地域福祉の計画 
 （ウ）ネットワーキング 
 （エ）社会資源の活用・調整・開発 
 （オ）サービスの評価 
 
② 相談援助実習後に行うこと。 
 相談援助に係る知識と技術について個
別的な体験を一般化し、実践的な知識と
技術として習得できるように、相談援助
実習における生徒の個別的な体験も視野
に入れつつ、集団指導並びに個別指導に
よる実技指導を行うこと。 
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科目名 ねらい 教育に含むべき事項 

相談援助実
習演習 

① 相談援助実習の意義について理解する。 
 

② 相談援助実習に係る個別指導並びに集団指導を通して、
相談援助に係る知識と技術について具体的かつ実際的に
理解し実践的な技術等を体得する。 
 

③ 社会福祉士として求められる資質、技能、倫理、自己に
求められる課題把握等、総合的に対応できる能力を習得
する。 
 

④ 具体的な体験や援助活動を、専門的援助技術として概念
化し理論化し体系立てていくことができる能力を涵養す
る。 

 次に掲げる事項について個別指導及び
集団指導を行うものとする。 
 
① 相談援助実習と相談援助実習指導に

おける個別指導及び集団指導の意義 
② 実際に実習を行う実習分野（利用者

理解含む。）と施設・事業者・機
関・団体・地域社会等に関する基本
的な理解 

③ 実習先で行われる介護や保育等の関
連業務に関する基本的な理解 

④ 現場体験学習及び見学実習（実際の
介護サービスの理解や各種サービス
の利用体験等を含む。） 

⑤ 実習先で必要とされる相談援助に係
る知識と技術に関する理解 

⑥  実習における個人のプライバシー
の保護と守秘義務等の理解（個人情
報保護法の理解を含む。） 

⑦ 「実習記録ノート」への記録内容及
び記録方法に関する理解 

⑧ 実習生、実習担当教員、実習先の実
習指導者との三者協議を踏まえた実
習計画の作成 

⑨ 巡回指導 
⑩ 実習記録や実習体験を踏まえた課題

の整理と実習総括レポートの作成 
⑪ 実習の評価全体総括会 
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科目名 ねらい 教育に含むべき事項 

相談援助実
習 

① 相談援助実習を通して、相談援助に係る知識と技術に
ついて具体的かつ実際的に理解し実践的な技術等を体
得する。 
 

② 社会福祉士として求められる資質、技能、倫理、自己
に求められる課題把握等、総合的に対応できる能力を
習得する。 
 

③ 関連分野の専門職との連携のあり方及びその具体的内
容を実践的に理解する。 

① 生徒は次に掲げる事項について実習指導者に
よる指導を受けるものとする。 

② 相談援助実習指導担当教員は巡回指導等を通
して、次に掲げる事項について生徒及び実習
指導者との連絡調整を密に行い、生徒の実習
状況についての把握とともに実習中の個別指
導を十分に行うものとする。 

 ア 利用者やその関係者、施設・事業者・ 
   機関・団体等の職員、地域住民やボラ 
   ンティア等との基本的なコミュニケー 
   ションや人との付き合い方などの円滑 
   な人間関係の形成 
 イ 利用者理解とその需要の把握及び支援 
   計画の作成 
 ウ 利用者やその関係者（家族・親族・友 
   人等）との援助関係の形成 
 エ 利用者やその関係者（家族・親族・友 
   人等）への権利擁護及び支援（エンパ 
   ワメントを含む。）とその評価 
 オ 多職種連携をはじめとする支援におけ 
   るチームアプローチの実際 
 カ 社会福祉士としての職業倫理、施設・ 
   事業者・機関・団体等の職員の就業な 
   どに関する規定への理解と組織の一員 
   としての役割と責任への理解 
 キ 施設・事業者・機関・団体等の経営や 
   サービスの管理運営の実際 
 ク 当該実習先が地域社会の中の施設・事業 
   者・機関・団体等であることへの理解と具 
   体的な地域社会への働きかけとしてのアウ 
   トリーチ、ネットワークキング、社会資源 
   の活用・調整・開発に関する理解 


